
住民とともに災害廃棄物を乗り越えるための
事例集の発行について

（環境創造部門）

災害廃棄物の円滑かつ適正な処理には、初動の排出時点で混乱が生じないことが重要であり、
そのためには災害廃棄物の排出者である住民等と行政の連携が欠かせない。本研究では、災
害廃棄物処理に関する住民連携の取組について、全国自治体を対象としたアンケート調査と
それをふまえたヒアリング調査を行い、「広く知らせる」「深く知ってもらう」「一緒に考
える」の3類型で26件の事例を整理した事例集を作成・発行した。

1.市町村が平時に行なっている住民連携の取組みに
ついてアンケート調査を実施し、類型化

2.類型ごとに特徴的な事例を抽出（26件）

3.有識者会合を実施し事例集を作成・公表

約31％の市町村で災
害廃棄物処理について
自治会の役割を規定。

→ごみ出し手伝い、地
域集積所の開設・管理、
分別排出への協力等

過去 5 年間程度にお
いて、住民が関与した
災害廃棄物に関する取
組を実施した自治体は
2 割程度。

事例集発行の経緯

① 想定外の場所に出ないようにする

→仮置場以外の場所に排出されると生活環境・公衆
衛生が悪化する

② ある程度の分別を確保する

→生ごみと危険物の混入による衛生・安全リスクが
減り、処理処分のための選別が容易になる

③ 便乗ごみをなくす

→災害が原因となって発生したもの以外は、市町村
が設置する仮置場に持ち込まないのがルール

→市町村等の事前対策に活用・参照され

ることで、災害廃棄物対応力向上に貢献

なぜ住民との連携が必要か？

「住民とともに災害廃棄物を乗り越えるための事例集」の概要

国立環境研究所 〇多島 良

住民連携の重要性
や、進め方の基本的
考え方を提示

地域住民と共に
ルールを検討するよ
うな積極的な連携取
組を含む事例の紹介
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